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※ATM・窓口からお振込の際、10桁の依頼人番号「9104100331」と貴社名をご入力下さい。

大阪商工会議所国際部　真本行（ＦＡＸ：０６－６９４４－６２９３）＜番号のお間違いにご注意下さい＞
「国際税務調査　実務対応セミナー」　参加申込書　　
	会社名
	

	所在地
	〒
	ＴＥＬ
	

	業　種
	
	ＦＡＸ
	

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
参加者名
	
	所属・役職
	

	E-mail
	
	支払い予定日
	月　　　日


＊上記の個人情報は大阪商工会議所からの各種連絡・案内（Eメールによる案内含む）等に利用致しますとともに講師には参加者名簿を提供します。






海外に進出する日本企業にとって、国際税務の仕組みを理解することは非常に大切です。近年、日本における国際税務に関する税務調査が厳しくなり、移転価格税制や寄附金課税に関して多額の追徴事例が新聞報道等で紙面をにぎわせております。海外の低税率国を利用して企業グループの税効率を高めることは「攻め」のタックスプランニングとしてよく知られていますが、税務調査で否認を受けないようにしっかりと準備することは「守り」のタックスプランニングとして、非常に重要と言えます。本セミナーではその準備方法について、考え方・備えるべき資料例等を解説していただきます。　


そこで本講座では、大阪国税局及びその管轄税務署で長年にわたり税務実務を経験された八幡谷税理士と大手税理士法人出身の市川税理士をお招きし、国際税務制度の整理、最新の税制・税務情報を分かりやすく解説して頂きます。特に、税務調査で問題となりやすい寄附金課税の対応策について、具体例を交えながら分かりやすく情報提供をしていただきます。また、平成28年度税制改正で導入された移転価格文書化について、どの程度まで準備を行うべきかについても解説いただきます。すでに海外に進出しており国際税務の対応に迫られている企業、これから進出を考えている企業の皆さま、この機会に是非ご参加くださいますようお願い申し上げます。














■日　時：　平成２８年６月２４日（金）　１３：３０～１７：００


■会　場：　大阪商工会議所　Ｂ１階　２号会議室


■参加費：　大商会員：13,000円　一般・特定商工業者：18,000円


■主　催：　大阪商工会議所


■定　員：　６０名


■講　師：　八幡谷税理士事務所　税理士　八幡谷幸治氏


市川公認会計士事務所　公認会計士・税理士　市川和正氏



































プログラム内容





１．国際税務の概要


 （１）国際税務とは　（２）主な制度の概要　（３）最近の国際税務の潮流（ＢＥＰＳ、パナマ文書等）　


２．寄附金課税の対処法


（１）寄附金とは　（２）寄附金と移転価格調査の区分　


（３）主な否認パターン（海外子会社への支援業務、本社費、ロイヤリティ他）


（４）対処法の考え方（５）具体的な対処法（６）備えるべき準備資料例


３．その他論点に対する対処法


 （１）移転価格調査（２）海外駐在員等に関する調査（３）消費税・源泉所得税に関する調査


（４）その他　注意すべき海外税制（アジア諸国中心）（５）税務判断に関する実践的な考え方など











■申込方法：FAXまたはwebより6月17日（金）までにお申込み下さい。受講料は下記口座に6月20日（月）までにお振込下さい。


（振込手数料は貴社にてご負担願います。請求書は原則発行しませんが、必要な場合はお申し出下さい）


◇振込先：　りそな銀行 　大阪営業部    （当座）０８０８７２６　　


三井住友銀行 船場支店　　　　（当座）０２１０７６４


三菱東京ＵＦＪ銀行 瓦町支店　（当座）０１０５２５１　　


◇口座名：　大阪商工会議所　(オオサカショウコウカイギショ)








お問合せ先：大阪商工会議所　国際部　真本（まもと）、藤田（TEL06-6944-6400）　








